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学界展望

フ イ リ ッ ブ ス 曲 線 と 日 本 の 労 働 市 場 機 #  

島 田 晴 雄
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I は じ め に

1970年代以来，先進国経済に広まったスタグフレーション現象と失業の著増に触発されて，マク 

ロ経済分析は新たな展開を見せたが，それは労働市場現象をいかに理解するかという問題と深くか 

かわるものであった。雇用，失業の変動あるいは賃金決定をめぐって事実の確認ならびに理論的考 

察の両面において数多くの研究が蓄積された。 これらの研究は，現段階では必ずしも現実の問題を 

充分に解明する体系的な理論を生み出すにはいたっていないように思われるが，本稿では， とりわ 

け日本の労働市場現象に焦点を合せつつ， これまでの研究蓄積を展望したいと思う。

注（1 ) 本稿は慶應義塾大学経済学会の1981年度熱川シンポジクム（1981年 9 月17-19日：伊;豆熟j||ハイツ）での報告をもとに 
して，展望論文用に大幅に改訂• 加筆をし，とくに後半部分ははとんど新たに言き下したものである。同報告そのもの 
ならびに若干の修正をしたものは，すでに島田（1981bおよぴ1981d)として公刊されている。シンポジウムでは本塾 
経済学部の小尾恵一郎，大山道広，福岡正夫，大熊一郎の各教授ならび参加者の方々から有益なコメントを得た。ここ 
に記して惑謝したい。しかし本稿のすべての責任が筆者1人に帰すべきものであろことはいうまでもない。なお本稿は 
本塾昭和56年度学享振興資金による研究助成を受けた。
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H 1970年 代 の 賃 金 • 物 価 •雇 用 変 動 と 経 済 学 の 潮 流

1970年代に進展したもっとも深刻な経済問塵のひとつは， スタグフレーション現象すなわちイン

フレの昂進と失業増大の同時進行の問題である。図 1 を参照しよう。図は賃金変化率と失業率の四

半期別プロットの軌跡を日，米，英，西独の4 か国について見たものである。展望の主題が労働市

場機構にあり， また紙幅が限られているので物価変動の図は省略するが，賃金と物価の変動バター

ンは近年とりわけ近似しており， この図は物価の動向をもあるていど代表しているといってよい。

図からわかるように，I960年代の軌跡は物値上昇率も失業率も低く， またその軌跡Iキ各国ともお

おむね右下りの曲線に沿っており，不況期には賃金上昇率が低く， したがって物価も安定しており，

賃金の物値上昇の高まる好況期には失業が減少するという状況にあった。 ところがI960年代末から

各国とも賃金，物価上昇が加速化し，そして1970年代中盤には同時に失業率も大きく高まり， スタ

グフレーションが発生した。 とりわけアメリ力では1970年代に入ってから数年おきに大きなループ
( 3 )

を描きつつ段階的に変位していった軌跡が特徴的である。 イギリス，西ドイツでも失業の大幅な増

加を反映して軌跡は大きく右方に拡がっている。 これらのうちでは， 日本の軌跡は基本的な共通性

はあろものの，第 1 次石油危機以降の賃金上昇率の急速な低下と失業増傾向のゆるやかな鋪化傾向

が欧米諸国にくらべ特徴である。

こうした背景のもとで，経済の安定的成長と完全雇用の実現のために，積極的な释需要管理政策

の役割を説いたI960年代のケインズ派ニューュコノミクスは敗退した。 これに代わってインフレ加

速現象の解明を主題としてI960年代後半に台頭したマネタリズムは，1970年代に入ると，アメリカ
(4)

経済学会を席捲する勢いを見せはじめた。 インフレ加速とスタグフレーションは，1970年代の世界

各国に共通の現象であったから，アメリ力に勃興したマネタリズムがやがて日本にも波及したのは 
ぐ5 )

当然であった。 アメリカにおけるマネタリズムの陸盛は，一方でケインズ派の妥協ないし折衷を惹 

き起し，他方では合理的期待形成仮説等に代表される極端な政策否定論を助長した。 ケインズ派の

r三田学会雑誌J 75卷 2 号 （1982年4月）

注 （2 ) 本稿は展望論文ではあるが，そのテーマがすぐれて現実的かつ政策的な性格をもっているため，通常の展望論文とは 
やや異なったスタイルをとる。ひとつは労働市場変動の実態に関する観察# 実を必要な限り提示したこと，いまひとつ 
は筆者自身の研究にもとづく判断を比較的前面に打出したことである。このため，本稿はやや特殊な展望論文となつて 
いる。なお，本稿のテーマにかかわる展望としては他にすぐれた文献がある。さしあたりヶインズ理論を中心とした展 
望として（根 岸 1980),マネタリストの理論については（志築. 武 藤 1981), 1977年頃までのフィリップス曲線をめ 
ぐる研究の包括的な整理は（Santomero~Seater 1978) , 日本のフィリ j rプス曲線の分析と計測に関する詳細な展望 
としては（豊 田 1979a)などを挙げておこう。さらに與味ある読者•はフィリップス曲線について（新 保 1977) , (查 
田 1979b),また仕#さがし理論については （Lippman-McCall 1976)なども参照されたい。

< 3 ) このループはPhillips (1958)が発見し，Lipsey (1960)そしてより厳密にはPhelps (1968)力：定式イ匕した左廻り 
とは逆で，右廻りのループである。Friedman (1977) は右上方とへのこうした軌跡の移行をスランプレーションと呼 
んで新たな説明仮説の必要を指摘している。この点の解釈についてはさらに鈴木C1981)第m享参照。

( 4 )  Johnson (1971),字 択 (1979)参照。
< 5 ) 新 保 （1979)は，その本格的な応用の成果である。
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フィリップス曲線と日本の労働市場機構

図1 賃金変動と失業率の轨雜：4か国比較

W(%) 曰本
W(%) アメリカ

ひ（％)

西ドイツ
W ( % )

イギリス

1 2 3 4 5 6 7 8 9  10 U( %) (

資料出所：賃金は日本r毎月勤労統計調査報告」，諸外国は，OECD FMain Economic Indicatorsj
失業率は，日本 r労働力調查J , アメリカ rSurvey of Current Business], イギリス fEconomic Trends 

Annual Supplementj, 西ドイツ [Statistical Supplements to the M onthly Reports of 
the Deutsche Bundesbank]

注 ：w A m 時間賃金率上昇率（対前年同期比：% )びは失業率（％)
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妥協は，たとえぱ「非インフレ加速失業率（N A IR U )」の概念が示すように，裁量的マクロ政策の限
. C6)

界を認めたことにもうかがわれる。次章以下では，まずこのような潮流変化の内容を2 つの代表的 

な概念に即して整理することから展望をはじめよう。

皿トレード .オフ曲線から拡張フィリップス曲線へ

図2 竞全履用と物価安定の 
トレード.オフ関係

以上のような潮流の変化の中味をあえて象徴的に単純化するなら，それはトレード.オフ曲線か 

ら拡張フィリップス曲線への変化と言ってもよいだろう。 ，

トレード• オフ曲線とは，完全雇用と物値安定というニ大政策目標の間の二律背反的関係をあら 

わす曲線であり，それは完全雇用の達成のためには物価の安定をなにほどか犧牲にしなくてはなら 

ず ，物価を安定させるためにはあるていどの失業を容認しなくてはならないという関係を意味する 

1950年代頃までのアメリカで観察された物価変動と失業率のちらばりを参考にしてサミユユルソン 

と ソ ロ ー （Samuelson and S o lo w 196の は ， こ の 関係を図2 のように示している。 この図の意味す 

るところは，物価を安定させるためには（賃金上昇率を仮に2.5%ていどに見込むとすれば） 5 〜 6 % の 

失業率は受容しなくてはならず（A 点)，逆に完全雇用 

目標として失業率を3 % に抑えようとすると， 4 〜 5 

% の物価i i 昇は避けられない（B点）ということであ 

る。

サ ミ ユ エ ル ソ ン と ソ ロ ー の こ の 議 論 は ， フィリップ

ス曲線概念の端緒となった有名なフィリッブスの歴史 

的観察 （P hillips  1958) をアメリカの場合に適用した 

試論であり，その意味ではフィリップス曲線の政策論 

的系論とでもいうぺきものである。この論文そのもの 

は，暫定的な*想もしくは問題提起の域を出るもので 

はないが，その後の経済分析にとって次の2 つの点で 

重要な含意をもったと思われる。

ひとつは，フ

出所：Samuelson and Solow (1960), p. 192.

ップス曲線がケインズ派経済学の理論的含意の現実的対応物であるとの印象を

残したことである。ケインズの経済学そのものには，フィリップス曲線の軌跡を導出するような理
(7)

論装置は明示的には含まれていない。強いて言えば，ケインズ経済学には大量失業の存在といった 

明らかな超過供給状態でも貨幣賃金率は弾力的に低下しないということと，完全雇用状態では賃金

注 （6) Modigliani-Papademos (1975)およびTobin (198の参照。
( 7 ) フィリップス曲線の理論的導出については，PheJps et. a l . (1970)のなかでいくつかの試みが行われている《

— —



フィリップス曲線と日本の労働市場機構 

• 物価の上昇があるという2 つの含意があり，それが非線型のフィリップス曲線に対して近似的に 

は矛盾しないことは確かである。 ところ力'、， フィリップス曲線に基づくトレード.オフ曲線の議論 

では，物価安定と完全雇用という政策目標間のバランスをはかる上での総需要管理という，いわゆ 

るケインズ的政策の役割に関心が集中したために，ケインズ理論とフィリップス曲線との間の理論 

的関係そのものは必ずしも充分に解明されないまま， ケインズ経済学とフィリップス曲線とがあた 

かも表裏一体の関係にあるかのような印象が強められたことは否定できない。

いまひとつはトレード. オフ曲線の安定性である。 トレード.オフ曲線の基礎となっているフィ

リップス曲線は，19世紀中葉から20世紀中葉に至るイギリス経済のほぽ100年間という超長期の軌

跡から導かれたものである。そのことがトレード.オフ曲線が長期に安定的であるような印象を与

える。しかしながらサミュエルソンとソロー在身も留保し7：いるように，アメリカの場合，歴史的

にそれほど長期にわたってイギリスのような安定的な関係があったかどうかを確かめるデータがな
( 8 )  ^  

い。他の諸国ではデータはいっそう乏しい。確証がないままニ ュ ー エ コ ノ ミ ク ス の 盛んだった1960

年代前半までは，「安定性」は暗黙の前提となっていたように思われる。

ところが図1 からもうかがわれるように，I960年代中葉から事態は大きく変わりはじめた。アメ 

リカをはじめ世界各国でインフレ加速傾向が進み，1970年代に入ると， スタグフレーション現象が 

多くの国々で発生するようになったのである。 インフレ昂進のも<!;で，当然のことながら雇用を犧 

牲にすれぱ物価の安定を達成できる， とするトレード.オフ曲線がはたして安定的に存在するのか 

どうか疑問視されるようになり，さらに物価上昇と失業増加が同時に進行するスタグフレーション 

現象が広まるにつれて， トレード.オフ関係ならびにその理論的根拠と目されたケインズ経済学の 

妥当性に関する疑問は決定的となった。

こうした状況の下で伝統的なフィリップス型トレード. オフ曲線に代わり， インフレ加速やスタ 

グフレーション現象を整合的に説明することができる概念として，拡張フィリップス曲線の概念が 

マネタリストと通称された人々によって提唱されるようになった。そ の 特 徴 は r期待インフレ率J 

変数をフィリップス曲線方程式に明示的に導入したことである。次式はそれをあらわす。

(1) ^ = a  + b, £/-1 + ろ2安

こ こ で io lvo は貨幣賞金上昇率，C/-1は失業率の逆数，が/ がは期待物価上昇率である。 ごの方 

程式は，期待実質賈金率決定の均衡図式であるマネタリストの労働市場モデルを端的にあらわして 

いる。長期均衡状態は，価格変動にかんする期待（が/ が） と 現 実 ひ / / 0 がー致した状態として定 

義される。そのとき(1)式 の h の値が1 であれぱ，長期フィリップス曲線はr 自然失 業 率 f / j v j の

注 （8 ) 実際アメリカの場合には変動が著しく，大不況期には貨幣貧金も大きく下落している（島 田 1978) 。
( 9 ) 簡単のために時点をあらわす添字^ を省く。

—— 5 0 2 5 ) -----



r三田学会雑認J 75卷 2 号 （1982年4月）

位置で室直線となる。 また短期のフィリップス曲線は，期 待 （が/ が） と 現 実 び / / 0 がー致してい 

ない期待の調整過程におけるいわぱ貨幣錯覚のもとで発生する現象であり，期待の調整が遅く現実 

からの乖離が大きいほど曲線の勾配は緩やかになる。以上の概念は，図 3 のように示すことができ 

る。

縦# に 貢 金 • 物 価 上 昇 率 Oij/W’ j)/め を とり，横 軸 に 失 業 率 （ひ）をとる。（1)式のろ2 が 1 の場 

合は長期フィリップス曲線はU n を通る室線で表わされ，各期待インフレ率（たとえぱが//>* = 10%) 

に対応する曲線が短期フィリップス曲線である。雇主に比ぺ労働者の期待調整は遅れるという非対 

称的な貨幣錯覚が想定されているので，物価 図3 張フィリップス曲線の図解

が上昇する局面では一時的に生産と就業が増 

え失業が減る（図 上 の と 考 え ら れ る 。

しかし期待が調整されるにつれて短期フィリ 

ップス曲線が上方変位し，やがて/ >//>=が/が 

の均衡状態になれば，物価上昇率は高まった 

ま ま （たとえば10%へ）生産と失業は元の水準 

に戻る。 このように貨幣供絵量の増大が続く 

限り，人々のインフレ期待は高まり，短期フ 

ィリップス曲線が上方変位しつつインフレ加 

速現象が起きる。 またこの後半のプロセス 

{ b - y c ) では，物値上昇と生産減退が同時に 

進むというスタグフレーションに似た現象が 

起きる。そして物価上昇率が低下する景気後 

退 局 面 （C — ゴ—f i ) ではやはり貨幣錯覚現象によって一時的に生産縮小と失業増大が起きること 

が説明される。いわゆるスタグフレーション現象はこのうちのい-*d ) 局面に対応する。 そこで 

は物価上昇率は低下しつつあるが依然として上昇率の水準はきわめて高く，そして重要なことは， 

そこでの失業率は均衡状態の自然失業率以上の失業率であるということである。 これに対し（ろ—
a の

局面では失業率が自然失業率以下であることに留意すベきである。

以上が拡張フィリップス曲線概念のあらましであるが， この図式では景気変動過程における賃金， 

物価，雇用，失業の変動のあり方は結局，人々のインフレ期待の調整のあり方に大きく依存して決 

まることに留意をすべきである。

拡張フィ リップス曲線の考え方は1970年代には広く普及し，前節でふれたように，ケインズ派な 

いしそれに近い人々の間でも， この説明図式をとり入れて折衷的な枠組を構想する傾向が見られ

注 （1のこの点については，吉 富 （198L第m章）の整理が明解である,

----6 024)----



フィリップス曲線と日本の労働市場機構 

1̂1。）もともとマクロ経済学は伝統的な価格理論のように厳密な論理体系として構築されたものでは

なく，すぐれて臨床的な性格が濃いから，賃 金 . 物価*雇用変動における同一の病状に対する現実
(12)

的診断は，理論的立場は異なっても，結局それほど相違しえないのかもしれない。いずれにしても， 

これらの概念を主要な準拠枠組としつつ失業動態や賃金決定をめぐる研究蓄積を展望してゆくこと 

としよう。

W 失業の理論と日本の失業動態

I V - A 失業の理論

(1) ケインズ的接近

まずはじめにケインズ的説明に沿って考えてみよう。 ケインズ経済学は失業総量のうちに摩擦的 

失業や構造的失業が含まれることを否定しないが，需要不足による失業の非自発的性格を強調する。 

そして失業の非自発性という性格規定を支える根拠は，もっぱら周知のように貨幣賞金の下方硬直
(13)

性におかれている。ところが， これほど重要な役割をはたす貨幣賃金の下方硬直性について,ケイ
(14)

ンズ自身はいわゆる相対賃金仮説による説明を与えているにすぎない。相対賃金仮説とは，同等の 

技 能 . 熟練をもった他の労働者にくらべて著しく低い賃金での就労を，労働者が拒否しても不当で 

はないとする考え方である。 これは新古典派が看過した貨幣タームでの賃金契約という賃金決定の 

制度的梓組を前提とした上で，労働者の余儀ない選択の結果としての貨幣賃金の下方硬直性を指摘 

したものであり，大不況下の1930年代における大量失業の性格にかんする確かにひ と つ の 透徹した 

現実的洞察といえる。そ し て 失業の非き発的性格から総需要管理政策の必要性を導くそれなりに完 

結した説明となっていることは否定できない。問題は戦後のケインズ派経済学の発展の中で， ケイ 

ンズのこのような制度的着眼と洞察が現代の失業を解明する上でどれだけ有効に生かされたかであ 

る。

戦後，貨幣賃金の水準は生産性の上昇と持続的インフレを背景として高まる一方であったから，

ケインズの唱えた貨幣賃金水準の下方硬直性そのものの現代的な意義や政策的含意は乏しいといわ

ざるを得ない。しかしながら， ケインズ派やケインズの着眼に興味をもつ人々の間では，貨幣賃金
(16)

変動の硬直性ないし非弾力性に対する関心は依然として強く，近年ますます高まっている。そこで

注 （11) Tobin (1980), Modigliani-Papademos (1975)などを見よo 
〔12) Tobin (1980).
(13) Keynes (1936), p . 15.
(14) K eynes〔1936), p . 1も p. 267.
(15) Brenner (1979)は，この考え方を「正義』説と形容している。組合の抵抗による賃金硬直性は，この意味で非自発 

的失業の発生根拠となる賈金硬直性とは区別される。
(16) Sachs (1980), Hall (1975, 1980) などのデータ観察や Baily (1974), Azariadis (1975) などの暗黙契約仮説に 

よる理論的考察などは，そうした関心を反映するものである。なお根岸(1980)は，ケインズ派経済理論におけるより 
一般的な価格硬直性問題の体系的な位置づけと，屈折需要曲線を用いた独自の仮説を提示している。
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問題とされるのは，単に水準の下方硬直性だけではなく，上昇率の硬直性をも含んで拡大された硬
(17)

直性概念である。水準と上昇率の硬直性は形式的には基本的相違はないようにも見えるが，失業の

非自発性とはそもそも何を意味するものかという原点に立ちかえって考えると，両者の意味は全く

異なっていることがわかる。

賞金決定の制度的実態をふまえた前者の場合には，前述のように，貨幣賞金水準の絶対的切下げ

の拒否という意味での非自癸的失業であるが，後者にはいうまでもなくそうした性格規定はあては

まらない。なぜなら，貨幣賞金水準そのものは低率ではあっても上昇しているのであり，非自発的
(18)

に就労を拒否しなくてはならない理由はそこにはないからである。敢えていうなら，戦後のケイン

ズ派経済学で扱われた貨幣賃金上昇率の硬直性に対応:す る 「非自発的」失案は，労働者主体の行動

における非自発性を問題にしているのではない。単に，有効f t 要不足に照応する失業の総称として

「非自発的失業」 という表現を用いているにすぎない。いいかえれぱ，有効需要の拡大にともなっ

て失業の減少が観測されたならぱ，その減少分は定義的に非自発的失業であったとみなすというこ

とである。そこでは失業者の選択行動が果して非自発的であったのかどう力、，あるいはどういう意

味で非自発的であったのかは問われない。 .

そして，フィリップス型トレード• オフ曲線の提唱以来，失業の非自発性という観念は，総需要

管理政策の有効性と役割が強調される中であたかも当然のように前提とされ，その中味の分析はな

おざりにされてきた。いいかえれぱ，ケインズ派の失業分析は失業の現代的性格を充分に解明する

ことなく，もっぱら総需要管理政策の必要性を主張しつづけたわけであるが， このことが今日の失

業問題への政策的処方魂を考える上で， ケインズ派の大きな限界になっているのである。

前述のように，近年，裁量的政策による有効需要の拡大が失業を減らさずインフレを加速させる

傾向が世界各国で見られる。上記のケインズ派の説明にしたがえば，有効f t 要の拡大にもかかわら

ず失業が減らないのであるから，すでに非自発的失業は存在していないということになる。そうだ

とすれば，裁量的な有効需要拡大策は失業問題への政策的処方塞としては無用になる。しかし，観
(19)

測される失業の総量が減らないからといって有効需要政策が無意味だといえるのだろう力、。非自発. 

的失業者がいないといい切れるのだろう力、。 インフレ加速の危険が高いからといって， ケインズ的 

有効需要政策をはたらかせる余地はないといえるのだろうか。最後の問いについては，ケインズ的 

政策の適否を判断する根媳はインフレ率の高さではなく，現実の失業率が自然失業率よりも高いか

r三田学会雑認J 75卷 2 号 （1982年4月)

注 〔17) Baily (198の は ，戦後期において注目すべき貨幣賃金の硬直性は水準ではなく，上昇率における硬直性であると指 
摘している。 -

( 1 8 ) ケインズ派の前提にしたがえぱ，労働者の労働供給は実質貢金ではなく貨幣貢金に依存するのであるから，貨幣賃金 
が上昇していろ以上，就労を減らす理由はない。

( 1 9 ) 需要の拡大にともなって，これまで労働市場に存在していた失業者が減る一方で，これまで非労働力であった人々が 
新たに労働市場に参入して失業者化するという側面にも注意する必要がある。
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フィリップス曲線と日本の労働市場機構 

低いかにあるとする見方もある。 しかし，かりにこの考え方を採用するとしても，それが現実に政 

策判断のよりどころとなり得るためにはI■自然失業率」の水準そのものがどれほどなのかが到って 

いなくてはならないのである。失業の現代的性格についての分析視角が暖昧なケインズ派の経済学 

は，残念ながらこうした政策課題にとって有益な手がかりを提供していない。

(2)マ ネ タリスト的接近

次に，マネタリストの説明を考えよう。失業の分析の上で重要な2 つの概念に注目したい。ひと 

つは自然失業率の概念である。 自然失業率は実質賃金タームでの均衡状態に対応する失業率，すな 

わち期待インフレ率（/>*/が） と現実のインフレ率（ル/ 0 がー致する状態に見合った失業率である。 

このような失業率は，いかなる経済のどの時点においてもが/ が = /> //> という均衡状態を想定しう 

る限り，そのつど固有の失業率として存在するものである。そしてこの自然失業率の水ip は，労働 

市場の制度的• 構造的特性に依存する。たとえぱ職業紹介制度がより効率的• 効果的に機能するよ 

うになれぱ，それだけ自然失業率の水參は低下すると期待される。したがって，制度的•構造的条 

件が変われば， 自然失業率も当然変わらざるをえないし， これらの諸条件は歴史的に絶えず変化し 

てきたと考えられるから， 自然失業率もつねに変動してきたといえる。

自然失業率は以上のような概念であるが，その値を推定するのに前述の拡張フィリップス曲線 

((1)式）を応用する方法が用いられる。期待インフレ率（/>*/が）の回帰係数値が1 に近ければ， （1)
(2の

式の計算結果から自然失業率の値を推算することができる。 しかしながらこの方法には，回帰係数 

値 が 1 に近くなければ自然失業率は推定できないので，そうした係数値が測定されない経済につい 

ては自然失業率の値を知ることができないこと， また自然失業率は実質面での諸要因の変化に応じ 

て常に変化するものだが， この方法では一定の観測期間をつうじて単一の値が推定されるにすぎな 

い，などの限界がある。 したがって， これは便宜的な方法であっても最も適切な方法とはいえな 

い。

自然失業率は労働市場の制度や構造面での実質的要因に規定されるものであるから，その水準や 

変動を知るためには， これらの実質要因を分析することが望ましい。分析の手がかりとして，各  々

の労働市場における労働力の構造や雇用制度，職業紹介システム，所得保障制度などが， どれだけ

摩擦的ならびに構造的失業を生む可能性があるかを確認することが必要である。 しかし，これまで
(21)

のところこれらの問題を体系的に分析する枠組をマ ネ タリス ト は提示していない。

いまひとつは，仕 享 探 し aob S e a rc h )失業の概念である。 自然失業率が長期均衡点の位置を示

注 （2 0 ) 新 保 （1979)第8 章。
(21) Friedniaii(1968)は, 制度的•構造的分析力;重要であることを強調するが，具体的な分析梓組を示していない。Cagan 

(1979)は，制度的•構造的要因のもっとも基本的なものとして所得保障制度と労働力構造を強調しているが慧眼である。
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すものとすれぱ，仕享探し失業は，それをめぐる短期フィリップス曲線の形状と変位を首尾一貫し 

て説明する上で不可欠の概念である。 この概念は，失業者はより良い仕事を探すための合理的選択 

の結果として失業しているという前提の上に展開される。好況で物価や貨幣賞金上昇率が高まる局 

面では，労働者の期待インフレ率の調整は遅れるから実質賃金が上昇したように思われ，仕事探し 

をやめて就業する者が増え，逆に離載は減って一時的に失業は減るが，やがて期待インフレが現実 

のインフレに近づけば元の状態に戾る。反対に，不況で物価• 貧金上昇率が低下する局面では，や 

はり貨幣錯覚で離職が増加し失業が一時的に増える。仕享探し仮説は，景気変動過程での賞金•物 

価 . 失業変動をこのように説明するが，実SE的にはその妥当性は必ずしも確認されていなI)、。 また

常識的な観察* 実に反するとして多くの批判が行われており，仕事探し理論の現実的妥当性につい
(23)

ては否定的見解が支配的である。

マネタリストの理論構成では，失業の発生は合理的な選択行動として主体均衡理論の梓組に即し 

て說明されるが，そうした選択に対する総需要変動の影響は，せいぜい短期の期待調整の遅れとし 

て僅かに考慮されるにとどまる。 しかもそうした錯覚もやがては自律的に調整される性質のものと 

考えられているので，失業変動にかんする総需要政策の役割はことさら軽視されることになる。マ 

ネタリストの理論では， このように長期の均衡状態と短期の調整過程とを区別する形で抽象理論と 

して論理的整合性のある分析枠組を備えている。短期変動がもっぱら期待調整過程の問題として逃 

理されるのは，いかにも単純だが，理論の適否は，結局それが現実の享象をいかに整合的に説明で 

きるかによってきまる。そこで必要とされるのは，抽象理論と現実の観察事実とをつなぐ実証分析 

のための梓組である。

(3)労 働 市 場 の 制 度 的 構 造 と 失 業 ’

ヶインズ派は，有効需要の不足によって発生する失業を非自発的失業と規定したが，現実にま測 

される失爱の性格を識別しうるような分析の枠組を提示しなかった。そのため，前述のように，そ 

の失業概念は実IE分析にとってもまた政策論の根拠としても，その有効性は限られたものでしかな 

い。小 尾 （I 975) は，価格理論ないし市場理論の分析視角を忠実に適用することによって， ヶイン 

ズの指摘した非自発的失業を析出しうる厳密な実躯分析のための理論模型を提斤している。そこで 

は非自発的失業という抽象的かついささか暖昧な概念を厳密な実証分析の姐上に乗せるために，労 

働者の質の分布構造，賃金格差構造などの概念が新たに導入される。失業はあくまで特定の賃金率 

の雇用機会からの失業であるという価格理論の観点が貫かれ，非自癸的失業は実註分析上の概念と

注 （22) Fair (1971), Wachter (1972), Barron and McCafferty (1977)参照。
C 2 3 )批判点としては，UI仕事探しは在職中に行われることが多い，（2)景気変動過程における現実の離職の変動バタ一ンは 

理論の帰結と逆である。仕* さがし理論では景気上昇（下降）局面で職さがしのための離職が減る（増える）としてい 
るが，現実の観察事実はわ力’、国の場合でも逆である（島田他1981, pp. 65-66), (31大不況時代の貨幣賈金硬直性を説明 
できない，などのほか多くの点が挙げられている。Tobin (1972), Okun (1975), Solow (1980)参照。
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して組み直されている。

一方，マネタリストは， 自然失業率が労働市場の構造的•制度的要因によってきまるとしながら 

も，前述のように，その実誰分析のための理論梓組を明示していない。そのために， 自然失業率は 

抽象概念としては意味があっても，実証分析や政策判断のための概念としての有用性はやはり限ら 

れている。 もし，構 造 的 •.制度的規定要因を包括する分析枠組がありうるならば，それはどのよう 

に描かれろであろう力、。

以下，大まかにそれを整理してみよう。失業は雇用，非労働力などとならぶ労働力状態のひとつ 

のあり方であり，その発生のしかたや程度は， これらの労働力状態の間の労働力のフローが特定の 

労働市場に固有の構造や制度の下で， どのような影響をうけるかによって左右される。図 4 はそう 

した関連を因解したものである。図は，雇用，失業，非労働力という3 つの状態の間の人々の移動 

を 6 つの流れに区別している。 <2は解雇, e は 離 . 退職の流れ， ろと/は採用あるいは入職と参入 

であり， Cは失業からの非労働力化， ゴは労働市場（ただし失業状態）への参入をあらわす。 さらに 

失業状態での滞留をあらわす^7をつけ加えよう。各期の失業総量はg の失業ストック量に加えてa 

〜ろの,各期の正• 負のフロー量の和であらわされる。

図4 失業と人口.労働力のフロー

フィリップス曲線と日本の労働市場機構

f

これらのフローにかかわる制度的要素は， 単純化すれば次の3 つに大別できよう。（1) 雇用制度

( a , ろ，g にかかわる），（2)載 業 情 報 提 供 シ ス テ ム や 職 業 紹 介 制 度 （C, d, (3)失 業 保 険 な ど の 所 得

保 障 制 度 （もろ，C, d, g ) である。 これに加えて，労働力構造や産業構造の変化などの構造的要ま

がフローの総量に影響する。すなわち，性 ，年齢，学厘などの属性の異なる労働者は，その行動類

型が異なり，同じ制度の下でも失業する性向が異なる。労働力構造の変化は，それらの労働力階層

の構成比が変ることであるから，したがって集計的な失業フロー総量が影響されることになる。同
(24)

様の構成比の変化による影響は，産業構造の変化についてもあてはまる。 自然失業率を変化させろ

注 （2 4 ) たとえぱ，雇用制度や雇用行動特性の異なる製造業部門とサーヴィス業部門の構成比の変化などは重要な影響をもfc 
らすと考えられる*
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ま物的な制度的• 構造的要因は，単純化すれぱこのように整理することができよ^5)。

■ アメリ力では失業動態をこのように労働力フローの総合としてとらえる見方は早くから提示され 

て お り （Holt and David 1966),多くの角度から綴密な実謎分析が進められている。例えば， 雇用 

劍度や仕♦ の性質とかかわらしめて短期流動的失業の内容を吟味した（H a l l1970およびI972) , 労働 

市場への参入と退出をくりかえす不安定な労働力状態と失業との関連を究明した（Clark and Sum­

mers 1979),失業保険制度の失業造出効果を分析した（Feldstein 1976) , 仕享さがし失業の包括的 

な分析梓組を提示した（Holt 1970),失業期間分布を考慮して失業量を推計した（Kaitz 1970およ 

び Perry 1972),労働力フローの構造を体系的にとらえて失業量の推計を試みた（Marsten 1976), 

労働力構成変化の失業率への影響を推測した（Perry 1970)など多くの研究がある。 わが国でも 

U - V 分析を応用した失業動態の分析（水 野 1977,1 981)(2̂ ^女子の仕事さがし行動と統計上の失業率 

の 関 係 の 吟 味 （八 代 1981) などの基礎的な実証研究がはじめられており， 体系的な発展がまたれ 

るところである。 これらの研究は，各々図4 に示したような失業をめぐる労働力フローの構造の特 

定の部分や側面に光を当てろものである。ただ， これらの研究は失業を含む労働力状態の変化やそ 

の分布などについては，詳細な考察を行っているが，価格理論の視点からの失養状態の分析が手簿 

であり，体系的な市場分析としては不充分である。失業はあくまで一定の賃金率の雇用機会からの 

失業であって，その面を看過した失業量の考察の経済分析的意味は限られたものとならざるを得な 

も、ことに留意すべきである。

IV-B 0 本の失業動態

失業問題への分析的接近について展望したが，次に， 日本の失業の実態をふまえつつそうした分 

析がどれだけ有効であるかをこれまでの研究成果を参照しつつ展望しよう。

まず， 日本の失業率の動きを近年の先進諸国の経験と対比してその特徴を確認しよう。表 1 は， 

過去10年間の失業率の推移を示す。

各国の公式失業率統計は，概念の定義や調查方法に微妙な相違があって正確な国際比較は難しい。 

ここではそうした難点を避けるため，国際比較が可能なように共通の基準に合せてアメリ力労働省 

が推計した数字を用いた。 これによると，1970年代をつうじて各国とも失業率が大幅に高まってい 

ることがわかる。アメリカの失業率は全期間をつうじて比較的高いが， ヨーロッパ諸国は1970年代 

.中盤の石油危機以降大幅に高まり，その後持続的に上昇がつづいている。 とりわけ最近では，世界 

,的に大失業時代ともいうべき失業の高まりを見せている。 日本も石油危機以降失業率が大幅に高ま 

ったという意味では，先進諸国と共通のパターンを示している。 しかしその水準が低いこと，また

r三田学会雑誌」75卷 2 号 （1982年4月）

注( 2 5 ) 以上の爱論では，労働者や企業などの主体行動のバラメタ一そのものの変化は捨象されている。
( 2 6 ) び•ゲ分析は，Gujarati (1972), Taylor (1972)の研究以後とくにイギリスで発展したものである。なおび-V 分析の 

概念梓組についてはBroun (197の参照，
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表1 先進諸国の失業率の推移 (単位：％)

年 次 アメリカ イギリス 西ドイツ フランス 日 本

1972年 5.6 4.2 0.7 2.8 1.4
1973 4.9 3.2 0.7 2.7 1.3
1974 5.6 3.1 1,6 2.9 1.4
1975 8.5 4.6 3.5 4.2 1.9
1976 7.7 6.0 3.5 4-6 2.0
1977 7.1 6.3 3.5 5.0 2.0
1978 6.1 6.3 3.4 5.4 2.3
1979 5.8 5.7 3,0 6.1 2.1
1980 7,1 7.4 3.0 6.5 2.0
1981 7.6 11.0 4.3 7.6 2.3

資料：米国労働省統計局推計値（1982年 2 月現在，速報） -
注 ：米国労働力統計における失業概念と比较可能なように米国労働省統計局で推計し修正した数字である。

石油危機後の高まり方が比較的緩やかで， 景気回復後も増加基調がつづいている点は特徴的であ

る。

わが国の1970年代におけるこうした失業の動きの中味をしらべてみよう。表 2 は失業者数と失業 

率の動きを性• 年齢階層別に見たものである。 また図5 は 性 • 年齢階層別の失業者の構成比を図示 

したものである。 これらのデータによると， 1970年代後半に男子中高年層（とりわけ55歳以上の高年

0 5 性•年齢陪層別失業者構成比

資料：総理府統計局r労働力調査j
注 ：W 年鈴区分は，男子中高年® <40歳以上)，うち男子高年層（55歳以上) ，女子中年層（30~54歳)，男子若年 

層 （15〜24歳)，女子若年層〔15〜24歳）を，各々採用した。
( 2 ) 構成比は（各階層別失業者数/ 失業者総数）X 100で，算出した。

層）と女子中年層のi t 重がめだって増え，若年層は男女ともほぼ持続的に減少していることがわか

-1 3 (i5 i)——
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表2 わが国の性•年想陪;1別失業率の推移 (単位：万人，%)

年 次
計 男 女 高年男子 

(55歳以上）
中年女子 
(3©〜54歳）

若年男女 
〔15〜24歳）

万人 率 万人 率 万人 率 万人 率 万人 率 万人 率

1970年 59 1.1 38 1.2 21 1.0 7 1.4 7 0.7 22 2.0
1971 64 1.2 41 1.3 23 1.1 8 1.6 6 0.6 24 2.1
1972 73 1.4 48 1.5 25 1.3 10 2.0 9 0.9 25 2.4
1973 66 1.2 43 1.3 24 1.2 8 1.6 9 0.8 23 2.4
1974 73 1.4 46 1.4 26 1.3 9 1.8 11 1.0 22 2.5
1975 100 1.9 65 1.9 34 1.7 14 2.7 16 1.5 25 3.0
1976 108 2.0 74 2.2 34 1.7 17 3.3 15 1-4 24 3.1
1977 110 2.0 72 2.1 38 1.8 17 3.3 17 1.5 26 3.5
1978 124 2.2 81 2.4 43 2.0 19 3.6 21 1.7 27 3.8
1979 117 2.1 74 2.2 43 2.0 20 3.7 21 1.7 24 3.4

資料：紘理府統計局r労働力調査J

このような構成の変化は，しかし労働力構造の変化か各労働力階層の失業率そのものの変化のい 

ずれによるものか， これだけではわからない。そこで，いずれの要因によるものかを分析してみた。 

表 3 はその結果である。

これによると，若年層では失業率要因はプラスで失業をふやす方向に作用しているが，労働力要 

因がマイナスであるため，失業全体に占める比重が低下趟勢を示したことがわかる。男子高年層な 

らびに女子中年層では，1970年代の後半の失藥率上昇要因の寄与が目立つ。それに労働力要因がわ 

ずかにプラスの影響を及ぽしているため比重がふえたわけである。 これらをつうじて言えることは， 

1970年代を,つうじて，とりわけその中盤以降，いずれの労働力階層でも失業率そのものが顕著に高 

まり，それが失業総量を大きく増やす結果になったということである。

それでは，それぞれの労働力階層で失業率が著増した理由は何だろうか。高年男子の場合は,定年 

制下の高齢化の衝撃と失業保険受給条件の緩和の影響が有力な要因と見られる（田中1980, Shimada 

1980第V享’ 小林 1982) 。中年女子についてはバートタイム労 働 の 増 加 （瘾塚1981) , 女子労働供給行 

動 の 変 化 （古 郡 198りならびに職業情報誌の普及などにともなう仕# 探しの行動様式の変化（八代 

1981) などが指摘されている。さらに若年層の場合には，産業のサーヴィス化や製造業の労働節約 

傾向の強化など労働需要側の構造的な変化にともなう入職過程の変化が大きく影響していると思わ 

れ る （Shimada-Nishikawa1979)。たとえぱ，通常の学校教育から入職までの途中で各種学校利用が 

趟勢的に拡大してきたことなどは，そうした*情を反映するものと考えられる。

以上は，労働力階層ごとの失業率の著増の内容にかかわる研究の紹介であるが，一方，わが国の 

失業率変動のもうひとつの特色は，前述のように石油危機以降の失業率の増え方が欧米諸国にくら 

ベ緩慢であり， またその水準自体も比較的低位にとどまったことである。 このような特徴的動きに 

ついては労働供給側と需要側の両面から興味ある試論が行われている。供給側については石油危機

—— 1 4 (2 5 2 )——
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表8 性 •年齢階《別失業変動の要因分析 (単位：万人）

1967〜1973年 1974〜1979年

失 業 者 数 変 化 （万人） 失 業 者 数 変 化 （万人）

増 減 数 ひ 要 因 要 因 増 減 数 び 要 因 i 要 因

性 年齢階級

m 総 数 3 1 2 44 40 4
1 5 〜 19歳 一 2 2 一 4 2 3 一1
20 〜 24 6 5 1 3 6 一 3

如 25 〜 29 一 6 一 7 1 7 7 0
30 〜 39 0 - 1 1 9 7 2
40 〜 54 6 4 2 12 10 2

S i . 55 〜 64 一1 一 2 1 10 9 1
p  I 65歳以上 2 2 0 2 2 0

申 総 数 7 5 2 28 26 2
力 1 5 〜 19歳 一1 2 一 3 0 1 一1

20 〜 24 4 4 0 0 2 一 2
25 〜 29 一1 - 2 1 4 4 0
30 〜 39 3 3 0 5 4 1
40 〜 54 2 0 2 7 6 1
55 〜 64 一 2 一 3 1 9 9 0ナ 65歳以上 2 2 0 2 2 0

如 総 数 一 3 - 3 0 17 15 2
1 5 〜 19歳 一1 0 一1 0 0 0
20 〜 24 2 1 1 2 3 一1
25 〜 29 一 5 一 5 0 4 4 0
30 〜 39 一 2 一 2 0 5 4 1
40 〜 54 3 3 0 5 4 1

マ 55 〜 64 0 0 0 2 2 0
丁 65歳以上 0 0 0 0 0 0

資料：紘理府統計局I■労働力調査J 
注 ：W 男，女各々の年W階層別の合計値は，必ずしも，総数. 男女計に一致しない。

( 2 ) 測定単位が1万人と粗いため，僅少な変化については，必ずしも実勢を反映しない。
( 3 ) 要因分析の計算式。

上記の年始階«  i 番目について， ヴ_ « ) 期からf 期迄の失業者化をび0 ,うち，失業率変化に起因する 
ものを，CA,労働力人口変化に起因するものをム，失業率をめ•，労働力人口をムとすれば'

Uo=Ui-hLi
びi = し■) X ム.,f............(び要因）
=  .........要因）

直後の不況期に女子労働力が60万ないし80万 人 ほ ど 非 労 働 力 化 し た と 推 察 さ れ る 小 野 （19?9) 

は女子労働力を中心とする二次的労働力の供給行動がわが圉の場合，欧米諸国にくらベてはるかに 

景気感応的であることを指摘している。いいかえれぱ，就業機会の減退にともなう就業意欲喪失効 

果 （Discouraged Worker E ffec t)がとりわけ強いということであり， そのことは結果的に景気後退 

期の失業率増大を抑制する効果をもつ。他方，需要側については雇用調整に関する国際比較分析が 

多く行われている（島 田 1976,瘾塚.石 原 1976,族 塚 1979,村 松 1981,清 家 1982) 。 これらの研究の結 

果は， 日本の産業（製造業）における雇用調整速度は欧米とくにアメリ力にくらぺて緩かであり， 

雇用削減局面ではとりわけ緩慢であることを明らかにしている。 これは労働需要側にも景気後退期 

における失業の増加を抑え，あるいは少なくとも遅らせる要因があることを示すものである。

注( 2 7 )島旧他（1981, pp. 79~80)参照。

■15(255")------
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さて，わが国の失業動態の特性は以上のような研究をつうじて明らかにさ れ つ つ あるが， このよ 

うな動きは，先に解説したケインズ派あるいはマ ネ タリストの見地からはどのように評値されるの 

であろう力\

ケインズ派から見れば，1970年代中盤以降に著増した失業は，基本的には有効需要の不足による 

(非自発的）失業ということになろう。 実際，石油危機後の投資一生産の減少は大幅であったから， 

それは理由のないことではない。 しかし問題は，その後の景気回復の過程においても失業が減退せ 

ず ，むしろ増加気味に推移したことをどう理解するかということである。政策的観点からいえば， 

根強く増え続けるその失業を減らすために，いっそうの需要刺戟もしくは成長加速をはかるぺきか 

どうかという問題である。

マ ネ タ リ ス ト の 見地からは，そうした政策はいたずらにイ ン フ レ 加速を招 く だ け で あるとして退 

けられる。なぜなら後述するように，拡張フィリップス曲線における期待インフレ変数の係数の推 

計値は近年1 に近い例が多く，またインフレ期待と現実との調整もかなり速くなっていると思われ 

ることから，長期の拡張フィリップス曲線は垂直に近く，短期の曲線の勾配は急になっていると推 

察される。 もしそうした認識をもつなら，近年の失業増大は制度的. 構造的条件変化によって惹き 

起された自然失業率の変位と解釈され，それを減少させるために総需要政策が働く余地はほとんど 

ないということになる。

この立場から見れば，男子高年者の失業増大は高齢化という構造変化と固定的な定年制を内包す 

る雇用制度とのギャップの拡大，ならびに高齢化の下での雇用保険制度の改訂によるもの，中年女 

子の失業増大はバートタイム労働者の増加や求職活動方法の変化などの構造的•制度的変化による 

もの，そして若年者の失業増大は産業構造や雇用構造といった構造的変化を背景とする， というよ 

うに考えられよう。 これらの構造的. 制度的条件の下で人々が合理的選択をした結果，失業が増加 

したと解釈されるのである。. 実際，人々の失業保険受給行動は，図 6 にも見られるように，保険金 

給付期間の延長などの制度改訂にかなり照応して変化しているように思われる。

図 6 は各々，前年末に雇用保険受絵資格を得た被調査者約10万 人 （男女計，雇用保險受給者総数の 

およそ1/6〜1/アにあたる） のうち，その後の約1 年間にどれだけが受給者として残るか，その比率の 

推移を示したものである。図は雇用保険法改訂前の1973年と改訂後の1977年の両年について描かれ 

ているが，両年の間のバターンの変化は保險法の改I I 内容に符節を合せているように見える。改訂 

の主な内容であった給付日数とその条件を表4 に示そう。

旧保険法では被保険者であった期間に応じて給付条件がきまる方式，すなわち，定者的勤続者に 

有利になるように制度がつくられていたのに対して，新保険法では一年以上という最低の勤続条件 

を満たしていれば，給付の条件はもっぱら年齢によってきまるという方式に改訂された。いいかえ 

れぱ，長期勤続者でなくても高年層であれぱ長期間の給付を受けられるようになったのである。そ

------16(254)------
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0  6 雇用保険受給者の行動バターン（当初受給資格者に対する受給者比の推移）

保険制度改訂前 （19ァ3年調査）

(% ) 男 子 (% )

(% )

保険制度改訂後 

' 男 子

(か月後）
(1977年調査）

(%)

(か月後）
資料：労働省職業安定局脚べ。

女 子

(か月後〉

女 子

(か月後）

して図6 のバターンは，改訂後には高齢者層が男女ともにはぽ目いっぱ、の10か月間近く受給者と 

して失業状態にとどまるようになったことを示している。 もっとも1973年と1977年はそれぞれ好況， 

不況局面にあたるから，1977年に高年層が受給者として長く失業状態で残ったのは市場の需要条件 

の反映だとする見方もありえよう。 しかし,図に示されたような明確なバターンの変化を需要条件 

の変化だけで説明するのは難しく，制度変化の影響は少なくないものと思われる。

このように見てくると，1970年代後半の失業の増加は制度的. 構造的要因に主として依るものの

----- 17(255)------
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表4 履 用 （失業）保 陵 の 改 訂

1975年改正前（旧失業保険法）

被保険者であった期間
離職の日以前， 
被保険者期間

1 年間の
給 付 日 数

1 年 未 満  

1 年 未 満  

1年以上5年未満 

5年以上10年未満 

10年以上20年未満 

2 0 年 以 上

6月以上9月以下 

10月以上 

6月以上 

6月以上 

6月以上 

6月以上

90日 
180日 
180日 
210日 
270日 
300日

1975年改正後（雇用保険法）

被保険者とし 
て雇用された 
期間

年 齢 身体障害者等就職困難な者

30歳未満
30歳〜45
歳未満

45歳〜55
歳未満

55歳以上 55歲未満 55歳以上

1 年 未 満 90日 90日 90日 90日 90日 . 90日

1 年 以 上 90日 180日 240日 300日 240日 300日

注 ：（1 1 上記の給付条件は基本手当に関するものである。
( 2 ) 1975年改正後の受給要件は離職の日以前に被保険者期間が6 か月以上であることである。
( 3 ) 雇用保険法(1975)では下記の拾付日数延長の余地が認められている。

U ) 訓練延長給付，（ロ）個別延長給付， 広域延長給付，̂ 全国延長給付。

ように思われるが，ケインズ派にとってはこのような說明も必ずしも説得的ではない。景気回復期 

すなわち需要拡大局面でも失業がむしろ増え気味で推移したのは，ショックが大きかっただけに雇 

用の調整が長びいた結果とも解されよう（Shimada 1980,第IV享)。また失業保険制度の改訂は，そ 

もそも失業増加の原因ではなく結果と見るべきだという反論（Tobin 1 9 8 0 )もある。また先にも指 

摘したように，失業期間が伸びた主因を就業機会の減少に求める見方もあり得る。

このように，同じ事実についていずれの立場からもそれなりの説明が可能である。しかし注意し 

なくてはならないのは，それらの説明の意味するところは基本的に異なっており，当然対応する政 

策も大きく異なるということである。マネタリストは主体の合理的選択行動を強調する反面，総需 

要管理政策の意義をことさら軽視する。ケインズ派はもっぱら需要面を強調するが失業発生機構の 

分析を欠き，労働市場の構造政策への視点が乏しい。これまでに展望してきたように，失業の実態 

に関してはかなりの観察享実が蓄積されてきているが，現代の失業問題への理論的対応は体系的な 

理解とバランスのとれた政策を導くには不充分であるように思われる。今，われわれが必要として 

いるのは一面的な理論ではなく，労歯!供給者の行動と需要変動の両面をふまえて失業の動態を説明 

しうる体系的な労働市場機構の理論なのである。なお筆者は，そのための予備的試みとして労働者 

の所得一余暇選好場と雇主の賃金一労働時間選好場をふまえた，市場の枠粗にもとづくバーゲニン

注( 2 8 ) 雇用保険法（1975年制定）ならびにそれ以前の失業保険法の詳細については， 労働省雇用保険課（1978) 及び労働省 
失業保険課（197のなどを参照。
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(29)

グの図式を提案したが（島田 igS lb, 1981c, 1 9 8 1 d ) ,この図式は実質タームで展開されており，イン 

フレや貨幣錯覚の問題を扱うにははるかに総合的な枠組をつくる必要がある。

V 賞金変動と日本の賈金決定機構

V - A 货金变動とマクロ経済分新

経済変動過程において，貨幣賃金ならびに実質賃金変動がどのような規則性をもつかは，理論的 

にもまた実証的にも重要なマクロ経済分析の課題であり，これまでに多くの研究蓄積がある。

ケインズの主張した貨幣賃金水準の下方硬直性が非自発的失業発生の論拠となっていたことは前 

述したが，貨幣賃金や価格の変動の硬直性が市場の自律的な需給調節を妨げ供給超過状態を永続化
(30)

させる可能性については多くの理論的考察が行われてきた。，前掲の図1 からも示唆されたように，

アメリ力では近年，失業率に反映される労働市場のI I 給バランスの変化にかかわらず賞金変動の非

弾力性が強まる傾向がうかがわれる。貨幣賃金変動バターンがどれだけ硬直的であるかという経験
(31)

的享実の確認は，理論的分析の重要な前提となる。それとならんで，賃金変動における非弾力性が

.なぜ発生するかを説明するために，雇用一賃金契約のあり方にかんする理論的研究が近年活発に行

われている。そうした問題領域における主要な理論的発展のひとつに暗黙の契約Gm plicU c o n tra c t

仮説がある。これは雇主と労働者との間のリスク選好にかんする相違を明示的にモデルに導入する

ことにより，労.使の合理的な最適選択行動の結果として賃金の硬直性が発生することを価格理論

の枠組にしたがって示"?*うとする試みである（B a ile y 19?4, A zariad is 1975, Grossman 1978, A kerlo f-

M iyazaki igSO)。また長期雇用関係のあり方から賃金変動の硬直性を理論的に解明しようとする分
(32)

析も試みられている。これらの研究は，価格の一種である貨幣賃金の変動バターンの特質を一般的 

な価格理論の梓組に即して説明しようとするもので，従来マクロ経済理論のなかで重要な役割を演 

じてきた貨幣賃金変動の硬直性という経験的な着想に理論的裏づけを与えるか，あるいは少なくと 

もその意味内容を理論的に検討するという意義をもつものである。しかしながら，貨幣賃金変動の 

硬直性という経験的な傾向は必ずしも一般的に確露されたものではない。またかりに硬直的傾向が 

認められたとしても，それは経済機構全体の運行の結果，内生的にたまたまそうした変動バターン 

を示したということであるかもしれず，賃金契的をめぐる上記の諸仮説がマクロの平均賃金率の変 

動 バ タ ー ン を実HE的に説明する上で，どれだけ有益であるかは今後の解明にまつほかはない。

一方，実質賃金変動のバターンに関しては，ケインズが『一般理論』 のなかで（新）古典派の第

注( 2 9 ) この図式の発想はTsujimura, Kuroda, Shimada (1981)における一般化されたュツジ7 — スのポックス•ダイヤ 
グラムの構想に負うところが大きい。

(30) Malinvand (1977), Okun (1981)参照。
(31) Sachs (1980), Wachter (1976).
(32) Hall and L ilien  (1979), Hall (1980), McDonald and Solow (1981), Maebara (1981).
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1 公準に依抛して景気変動過程における逆サイクル変動を主張して以来，多くの研究が行われてき

た 。 ケ イ ン ズ の 逆 サ イ ク ル 仮 説 は ，す ぐ に D u n lo p  (1938), T a rs h is  (1939) ら に よ っ て 批 判 さ れ た
(33)

カシ論争は結局決め手を見出しえなかった。近年，データの蓄積によって長期的な時系列データが

利用できるようになったため，再び実証的な確認作業が行われている（Bodkin 1969, O tani 1978) カシ

結果は国別にもまた計測期間別にもマチマチであり，実質賃金変動の機構を単にその変動バターン
(34)

のま察だけから推論するにはもとより限界があることに留意すべきである。

けれども，実質貧金率が労働ポ場のマクロ的な需給バランスに反応して弾力的に変動するか否か 

は，理論的にもまた経済政策上の観点からもきわめて重要かつ興味ある問題である。なぜなら，実 

質賃金率変動がぎ嘴：̂；的ないし硬直的であれぱ，経済が自律的に均衡を回復する機能がそれだけ妨
(35)

げられろからである。たとえぱ，第 1 次石油危機以降の経済調整過程において， 日本経済が失業を 

欧州諸国のように著増させることなく物価安定を達成するという形で，比較的迅速に均衡を回復し 

えたことの重要な背景要因のひとつは，実質賃金変動における弾力性にあったとも考えられる。た 

だし，実質賃金の変動は貨幣賃金と物価という両変数の変動に依存するので，貨幣賃金変動が弾力 

的であっても，結果的に実質賃金変動が弾力的になるかどうかはわからない。貨幣貢金変動が硬直 

的であっても，物価が上昇すれぱ実質賃金は下がる。そうであるとすれぱ，むしろ貨幣供給増加に 

よるインフレで実質賃金を抑え, み配率を維持して投資を喚起するという政策も意味をもつ可能性 

がある。 このように，実質賃金変動の理論的• 政策的含意は重要であるが，諸物価の決定は全経済 

機構の問題であり, 労働市場に関する展望論文としての本稿の視野を超える部分が多い。そこで再 

び焦点を貨幣賈金変動に戻し， 先 に （第I 節） 述べた拡張フィリップ;^曲線の概念に即して若千の 

論点を整理しておきたい。

この概念にしたがって言えぱ，長期 均 衡 状 態 u> /p= i> "tr> では期待インフレ率（/>*/が）の貨幣 

賞金変化率に対する影響の係数が1 に近いはど長期フィリップス曲線の勾配は急になり， 1 に一致 

すれぱ自然失業率の位置で垂直線となる。その場合には貨幣賃金上昇と失業との間のトレード•オ 

フ関係はない。一方，短期的には人々の期待インフレ率（/>ソが） と現実のインフレ率0>/め は通 

常乖11していると考えれる。期待の調整がおくれがちで乖離が大きいほどいわゆる貨幣錯覚現象が 

著しく，短期のフィリップス曲線の勾配は緩やかになる。

ところでこの図式は，賃金決定におけるインフレ期待のあり方と経済政策との関連について重要 

な問題を提起している。ひとつは，長期フィリップス曲線の勾配にかかわる問題である。期待イン

r三田学会雑誌J 75卷 2 号 （1982年4月）

注(33) Keynes (1939), Tobin (1952)参照。 .
( 3 4 ) 実質賃金は全経済の相互依存関係の中で内生的に決定されるものであるから，実質賞金変動の機構とは実はマクロ経済 

モデルによって記述される全経済機構そのものにはかならない。Barro and Grossman. (1971),杨原他（198の参照。
( 3 5 ) 実質賃金の下方弾力性が分配率の安定化を可能にし，それが投資意欲の減退を防いで雇用機会の維持• 増大につながり 

失業の増大を抑制したという評価である。
(36) Sachs (1979)は，そうした含意を強調している。
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プレ率の係数が1 に近けれぱ，長期のトレード• オフ関係はないから需要刺戟は無力であり，失業 

率を減らすためには構造的• 制度的政策によって労働市場の資源配分機能の効率化をはかるほかは 

ない。 この係数の値はこのような政策的含意をもつが， これが1 に近いかどうかは結局，期待イン 

フ レ 率 ひ */が）がどれだけ貨幣賃金変化率（w /m O の決定に反映するかによってきまる。 いまひ 

とつは，短期フィリ ッ プ ス曲線の勾配にかかわる問題である。 この勾配は人々の期待イ ン フ レ の 現 

実への調整が速いほど，すなわち，人々の期待が現実に近いほど急になると考えられる。そして急 

であるほど失業対策としての裁量的マクロ政策の有効性は限られる。 このように，人々のインフレ 

期待がどれだけ現実に近いか，そしてそうした期待がどれだけ賃金の決定に反映されるか，、という 

ことがマクロの賃金調整関数（拡張フィリップス曲線）の特性をつうじて経済政策の望ましい選択の 

あり方や選択された政策の有効性を左右することになる。そうした問題を念頭において，次に，わ 

が国の賃金決定の特性を賞金調整関数の分析をつうじて展望することにしよう。

V - B 日本の貧金決定機構と貢金関数分析

マクロ経済変動の観点から賃金決定機構をとらえる場合，最大の関心は当然，マクロの集計的な 

平均賃金の変動がどのように決定されるかという点におかれる。それでは平均賃金率の変動は賃金 

決定の制度的機構を前提とした場合， どのようにとらえられるであろう力ここで日本の賞金決定 

機構の制度的枠組を例として整理してみよう。その枠組はとりあえず図マのように示すことができ 

るだろう。 ，

図7 g 本の重金決定樓溝の制度的枠組

n
金
引
上
げ
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図に即していえば，賃金決定のメカニズムは次の3 つの側面に分解して考えることができるだろ 

う。第 1 は図の左上部にあたる部分で主導的部門（Pattern S e tte r)における春の賃金改訂である。 

第 2 は他のセクタ一への波及のあり方であり， 第 3 は経済機構全体をつうじてそれが次（翌年）の 

賃金ラクンドにフィ一ドバックするメ力ニズムであり，そうしたフィ一ドバック過程における1 要 

素として右下に記したような各種所得保障制度も介在する。

第 1 の主導的部門における団体交渉下の賃金決定については，多ぐの研究蓄積があるのでここで 

は省く。第 2 の波及の構造については研究は多くはないが， 規模間波及を扱ったOhtsu (1973), 

鉄鋼業をバターンセッターとみなして他産業への波及の規定要因を分析したShinkai (1980) , また 

波及関係の基礎にある交渉主体間の相互の準拠枠組を調査した佐野• 小 池 • 石 田 （1969) などがあ 

る。第 3 の経済機構全体をつうじたフィードバックの問題は，賃金調整関数を含むマクロ経済モデ 

ルであれば，享実上必ず取扱われる問題である。 しかし，そうしたフィードバック;！造のなかでは， 

図 7 が示すような所得保障制度からのフィ一ドバックは， これまであまり明示的には扱われていな 

かった。

マクロのフィリップス曲線や賃金調整関数にかんする議論は，以上のような賃金決定機構の構造

を明確に意識せずに行われている例が多い。マクロの平均賃金率の変動バターンを発生させる上で，

上記の第1 の側面，すなわち主導的な部門を中心とする団体交渉による賃金決定がかなり重要な役

割を果すことはたしかなようであるが，交渉賃金バターンがマクロの平均賃金率の変動に対して果

して独立の影響をもつのか，あるいはどれくらい独立の影響を及ぼすのか，それともフィードバプ

ク機構をつうじて内生的に決まっているにすぎないのか，などの問題に対する体系的な回答は用意
(37)

されていない。研究のこのような現状を認識した上で，以下に，わが国のマクロの賃金調整関数に 

かんする研究と団体交漆制度を念頭においた賃金関数にかんする研究の成果を展望しよう。

マクロの賃金調整関数として，われわれはここではもっぱら拡張フィリップス曲線型の関数に焦 

点を絞る。われわれの最大の関心が，前述のように，期待インフレ変数のはたらきにあるからであ 

る。

1970年代をつうじてマクロの賞金調整関数における期待インフレの役割は次第に強まり，最近で 

は，その係数が1 の近辺にあるというのが多くの計測例をつうじてほぽ共通に見出されている傾向 

である。1970年代初め頃までは，世界各国の計測例でも係数値は1 よりはるかに小さい例が多かっ 

たが，次第に1 に近い観測結果がふえたことが報告されている（Santomero and SeaterI978) 。わ力I 

国については1956-1968年の観測期間についてのToyoda (1972)の研究があるが， そこでは係数

r三田学会雑誌■! 75卷 2 号 （1982年4月).

注( 3 7 ) マクロのフィリップス的関係を描く上で団体交渉によを賈金決定がどれはどの役割を果すかについては Friedman 
(1968)も直接ふれてはいない。長期賃金協定が一般化しているアメリカ経済では，マクロの賃金変動に対して過去の赏 

上げ力:大きな影響力をもっていたことが明らかにされているが（Sachs 1979) , それは団体交渉や貧金搞約のあり方とい 
う制度的な要因がマクロのフィリダプス曲線の軌跡を決める上で重要な役割を果していることを示唆するもののように思 
われる9
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値 は 0 .5 以下であり， フィリップス®線は長期でも短期でもその勾配は緩やかであったと解釈され

る。 ところが1970年代後半までを含む計測結果は，おおむねほとんど1 もしくは1 に近い係数値を

示すようになった（新 保 1979) , ( 豊 田 197% )。 このことは，マクロの集計賃金指標で見る限り，イ

ンフレ期待がそのまま貨幣賃金率の改訂にもち込まれる形になり，1970年代後半には栽量的有効需

要政策の機能する余地が乏しくなったという状態を示唆するものといえる。それが事実であるなら,

< り返し指摘したように，マクロ経済政策の運営にとってきわめて重要な意味をもつ。

けれども，これらの研究は観測期間，賃金指標ならびに期待インフレ変数の特定化などの面でマ

チマチであり，観測期間が最近になるにしたがってどのようにインフレ期待の役割が強まってきた

のか，期待インフレ変数の特定化が異なっても同じ結果が得られるのか， また賃金指標が異なった

場合はどうか，などの疑問には答えない。そこで， これらの点をふまえて変化のパターンを確認す
(38)

るために，われわれは包括的な計測を試みた。表 5 〜 7 はその結果の一部である。

表 5 貢金関数におけるインフレ期待の役割：計測期間別の相違

計 測 期 間
期待インフレ変数のタイプ

適 応 期 待 望 部 分 合 理 型

1967〜1970年 

〜1973 
-1974 
〜1975 
〜1978 
〜1981

0.892( 2.8) 
0 .8 0 1 (4.9) 
1.079(24.6) 
0.983(12.4) 
1.052(14.4) 
1.077(16.6)

0 .6 8 8 (1.9) 
0.505( 4.2) 
0.967(16.1) 
0.961(11.3) 
1.002( 9.8) 
1.059(11.0)

資料：島田. 細 川 （1982) 。
注 ：貧金関数の従属変数は製造業時間当り定期給与変化率，説明変数は期待インフレ変数 

のほかに有効求人倍率を用いた。期待インフレ変数の特定化の詳細については島旧.細 
；1| (1982)参照。データは年次データ。

表 5 は，拡張フィリップス曲線型の賃金関数の計測結果のうち，期待インフレ変数の係数値（お 

よび/ 値） だけをとり出して示したものである。 期待インフレ変数としては適応期待仮説にもとづ 

くものと，過去の物価と貨幣供給量を基礎とする部分的合理的期待仮説による2 種類の特定化の結 

果を示してあ( I ) 。 ここで用いられた賃金関数の従属変数は，時間当り製造業定期給与の変化率であ 

る。 この結果は，いずれの期待インフレ変数の特定化の場合でも，1970年代をつ う じ て 期待インフ 

レ変数の役割が次第に高まっており，その係数値は，1970年代中盤以降は1 の近辺にあることを明 

らかにしている。

このような変化がいつ頃顕著に起きたかをしらべるために，われわれは特定時点を境に測定期間 

を分割して計測し，前期と後期の間でのバラメタ一の相違を吟味してみた。その結果，1973年末あ

注〔3 8 ) 島田，細 川 （1982) 。
( 3 9 ) 期待インフレ変数の特定化の詳細については島田，細 川 〔1982)補論A を参照。
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るいは1974年末を境界点に選んだケースが前• 後期の間でもっとも有意な相違が見られることがわ 

かった。表 6 はその結果を示している。

表貢金関数における期待インフレ変数の係数値の期間分割による比較

計測期間区分 期待インフレ変数のタイプ
インフレ期待変数の係 
数

前 期 ：後 期
F 検定値

前期1971〜1973年 適応期待型 0.402 <  1.194 18.0
部分合理型 0.435 <  1.595 12.3

後期1974〜1981年 意識調査型 -0 .2 2 3  <  1.589 17.5

前期1971〜1974年 適応期待型 0.978 <  1.099 19.7
部分合理型 1.058 <  1.510 11.4

後期1975〜1981年 意識調査型. 0.888 く 1.651 14.1

資料：島田. 細 ル （1982) 。
注 ：賞金関数の内容については，前掲表5脚注と同じ。データは四半期データであり，1971年第2 

四半期から1981年第1四^ までを用いた。期間区分は各々1973年，1974^末を境とした。

なお表6 には，表 5 で採用した2 種類の期待インフレ変数のをかに家計の意識調査にもとづく期 

待変数にかんする結果もあわせて掲示した。表 6 の結果は，期待インフレ変数の賃金決定におよぽ 

す影響が第1 次石油危機の大インフレ期に格段に強まったことを示すものである。

以上の分析結果は，期待変数の役割の変化について， これまでの諸研究の結果をより体系的に再 

確認するものであるが，さらに，性質の異なる3 種類の期待変数の影響のバターンがほぱ類似して 

いること，また，われわれが用いた多くの賃金指標のなかでは定期給与の時間賃率などのようにも 

っとも純粋な賃金率概念に近い指標ほどインフレ期待変数の影響が明確に観察される，な ど の *実  

が明らかにされた。団体交渉下の賃金改訂の核心は， このような賃金率の改訂であり，この結果は 

集計的な平均賃金変動の決定において賃金交渉が重要な役割を果していることを間接的に示唆して 

いるように思われる。

次に，マクロの賃金変動の重要な核心である団体交渉による賃金決定に眼を転じよう。わが国の 

貢金交渉制度は，1950年代中頃から，い わ ゆ る 「參闘J を中心に展開し定着してきた。參闘をめぐ 

る賃金決定の計量的分析は，早くから豊言な蓄積がある（降矢• 中村• 鈴 木 1969,佐野• 養 谷 1970- 

1974,小 野 1973,神代• 佐野. 島 田 1975,降矢• 吉岡• 小 西 1978)。

これまでの研究をつうじて，春闘賃金決定にかんする次のような傾向が明らかにされている。第 

1 は，1970年代の前半すなわち第1 次石油危機以前までは，春闘賃上げは労働市場の需給状態（有 

効求人倍率で代理したもの）を敏感に反映していたことである。佐 野 . 養 谷 （1970〜1974) は， 毎年參 

鬪賃上げ額の回帰分析を行い，全産業の1 人当り平均利潤が大きな説明力をもっていたことを明ら 

かにしているが，それは結局，景気ないし需要動向の反映であり，有効求人倍率にあらわれる需給 

バランスとは表裏一体の関係にある。第 2 は，第 1 次石油危機時の大インフレ期以降，物値変動の 

影響が飛躍的に高まったことである。 これは先に見た集計的な賃金変動における期待インフレ変数
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の役割の強化にも照応する。そして第3 に， とりわけ第2 次石油危機以降，企業の利潤もしくは収 

益性を規定する環境要因， とくに投入/ 産 出 価 格 比 （原材料価格/ 製品価格）や交易条件などの影響 

が強まってきている（神 代 1 9 8 0 ,村 木 19S0, Shinkai 1 9 8 1 ) ,などの点である。

これらの研究結果をたしかめるために，1963年から第1 次石油危機まで，第 2 次石油危機まで， 

そして1980年までの3 通りの期間について，われわれは特定化の異なる賃金関数を計測したが，表

7 にそのうち5 つのケースの結果を示そう。紙幅の節約のため，各説明変数のバラメタ一は省略し
(40)

決定係数だけを示すこととするが， この結果からも上に指摘された傾向はおおむね追認される。

表 7 春闕貢上げ関数の時期別決定係数(5 »)比較

計 測 期 間 第 1次石油危機以前 

1963〜73年
第 2 次石油危機以前 

1963〜78年
現在まで 

1963〜80年
モデル 説明変数の組合せ

1 V 0.881 0.442 0.468

2 U, CP 0.077 0.791 0.812

3 V, CP. JT 0.869 0.919 0.914

4 V, CP, JT, T T 0.900 0.969 0.962

5 V, CP, JT, RP 0.926 0.974 0.966

資料： 島田• 細 川 （1982) 。
注 ： 貧金指標は労働省労政局しらべr主要企業平均春季賃上げ率J .

説明変数：めt 有効求人倍率，びは失業率の逆数，Ci>は消費者物価指数. * は企業利潤GNP構成 
比，：r r は交易条件，R P は製造業原材料/ 工業製品価格指数の比。表の数字はかすなわち自由度 
調整済重相関係数もしくは決定係数である。

ここで興味があるのは，団体交渉下の賃金決定において，なぜわが国の場合には企業収益をめぐ

る環境要因がとりわけ重要な役割を演ずるのかという点である。 の特徴は，団体交渉制度と長期

賈金協定の発達したァメリ力のように，賃金決定が労働市場需給状態に充分反応しないばかりでな
(41)

< , 過去の賃上げに大きく制約される経済と対比すろととりわけ際立って見える。 この問題は，団

体交渉制度下のバーゲニングの構造にかかわるものである。経営側が資金市場その他の制約の下で

株価極大をはかろうとし，組合側は賃金率極大をめざすという梓組の下でそうしたバーゲニングの

しくみを図式化する（MgDonald-SolowI98りことも可能だが， 交渉で決まる賃金率を所与として

経営が資源配分を行う場合と，賃金率の決定そのものが投資量や将来の雇用量を同時に考慮して決

定される場合とで資源配分の効率性は著しく異なる可能性があることを（言 木 1981)は指摘してい

る。団体交渉制度下における意志決定のあり方，ならびにそのあり方を規定する基礎的な諸条件と

注( 4 0 ) われわれは同様の計測を全産業月間現金給与総額から製造業時間当り定期給与までいくつかの賃金指標につ、、て試みた。 
この結果，時間当り貧金の変動につ、ては，第 1次石油危機以前から利潤相対価格や交易条件などがかなり強く影響して 
いたことがわかった。いいかえれぱ，労働サーヴィスの単価としての時間賃金率は一貫して企業経営条件を敏感に反映し 
て決定されていたのであり，わが国の団体交渉は，そのような結果をもたらす形で展開していたといえる。

(41) Sachs (1979)参照。同論文では労働市場の需給状態は労働投入の変動を反映する指察によって代表されており，享実 
上* 景気状態もしくは経営活動水準をあらわす指標といえる。
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の関連は，マクロの賃金変動バターンの特性を解明する上でも重要な研究分野であり，今後の発展 

がまたれるところである。

む す び

以上，わが国の実態に焦点を合わせつつ，フィリップス曲線をめぐる研究蓄積の展望をつうじて 

マクロ経済の変動と労働市場機構との関連を考えてきた。

1970年代に世界各国で進行したスタグフレーション現象を背景として，研究の焦点はトレード* 

オフ曲線から拡張フィリップス曲線への移行をt t としつつも，仕享さがし理論，契約理論，均衡失 

業率の変位要因， インフレ期待の役割等々，きわめて多岐にわたって展開し，一定の理論的ならび 

に実IE的分析の発展が見られたことはたしかである。

第 2 次石油危機を経て最近では，世界各国ともインフレは鎮静化の方向に向っているが，多くの 

国々では失業が根強くふえつづけている。本稿で展望してきた研究成果は， こうした実態の体系的 

な理解ならびケと適切な政策判断の根拠としてどのていど有効な知識を提供しているだろう力、。 これ 

までの実IE的 . 理論的知識の蓄積の上に立って，われわれはより有効な実態分析のために，それら 

を評価しなおし再構成すべき段階にきているように思う。
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